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研究報告
要約 :男女平等先進国であるデンマークでは,育児関連休業制度も整っており,男性は最大34週間,女性は最大50週間の休業
補償付きの休業を取得することができる.ところが,男性の休業取得期間は全体の6.3%と女性に比べて極端に短い.その理
由は,労働市場における性別職務分離や,男女間の賃金格差,職場の風潮など様々あるが,制度的な要因だけでは説明できな
い部分もある｡本研究では､育児休業を取得したデンマーク人男性に対するインタビュー調査を通して､男性の育児休業取得
が進まない理由と今後の改善点について考察した｡その結果､男性の育児休業取得率が低い理由は経済的な問題が関係してい
るにせよ､結局は男性自身の意識にあるということが分かった｡今日まで､男性は育児に関して周縁に置かれる傾向が強かっ
たが､男性が育児休業を取得することによるメリットは男性自身やそのパートナー,子ども,職場,国家にとっても大きい｡
個人の福利 (Wel-being)や労働問題および家事 ･育児めぐるジェンダー問題を考えると,育児関連休業へのアクセシビリティ
に関して女性より男性のほうが不利であるという現状を早急に改善すべきと思われた.
1.研究の背景と目的
日本では ｢育児責任は母親にある｣という性別役割意識が支配的
である.そのため育児支援施策を含めた社会制度,および企業にお
ける制度 ･慣習も男性の育児参画を前提として築かれていない.
子どもを持つ/持たないの選択には多かれ少なかれ男性の意思が
介在しているにも関わらず,女性のみが ｢仕事と家庭の両立｣を問
われ,少子化進行の一因を女性の社会進出に求める見解さえある.
また労働市場においても,｢女性は子育て責任を持つがゆえに中核
的な労働者として見なされない｣｢女性労働者の雇用が敬遠される｣
｢男性は育児関連休業を取得しにくい｣など,｢母親の子育て｣に
固執することによるジェンダー問題がある.このような中で､近年
には,少子化問題の解決を目指して,固定的な性別役割分業から脱
した生き方,ワーク･ライフバランスを見直した働き方を求める人
々も徐々にではあるが増えており,｢男性の育児参画｣というテー
マが社会的に注目を浴び始めている.
他方,デンマークでは1960年代頃から盛んになった女性の社会参
画が一定の成果を収めた後,男女平等の観点から男性の家事 ･育児
参画が加速した.現在ではベビーカーを押しながら街中や森を散歩
する父親の姿が頻繁に見られ,また保育施設に子どもを送迎もする
保護者の約半数は父親であるという事実もある.女性の労働力率は,
71.6%(2004年)と国際的にも最も高い水準にあり,専業主婦はわ
ずか1%しかおらず,女性が働くことは一つの社会規範となってい
る.そのため,育児関連休業は日本やドイツ,イギリスと異なり,
男女共働きを前提に制度化されている.近年では,デンマークの育
児関連休業システムは少子化問題を解決した成功例の一つとして紹
介され,様々な国で模倣されている.
しかしながら,デンマークにおいては,多くの父親は2週間の休
業を取得するに留まり,休業取得率/取得期間に関する男女格差は
依然として大きく,男性の育児参画はなお進んでいない.つまり､
制度的な整備がなされていてもなお育児における男女共同参画は実
現不十分であるということである｡したがって､デンマークの育児
休業の決定要因を実証的に分析するならば,制度的課題のみならず
個人が内面化しているジェンダー問題を浮き彫りにすることができ
ると思われる.
そこで,本稿では,デンマーク人男性/女性に対する聞き取り調
査を通してデンマーク人男性の育児関連休業利用の実態および意識
を実証的に明らかにした上で,男性が育児関連休業を取得すること
の利点とその課題を考察することとした.
研究方法は,文献研究および聞き取り調査である.聞き取りは,
204年に育児関連休業を取得中,もしくは取得予定のデンマーク人
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女性2名に対して行い,これを予備調査として､205年7月に男性11
名を対象に本調査を実施した.調査方法は質問紙を用いた半構造的
個人面接とし,先方の事情で面接できない場合のみ郵送回収法を用
いた.
･聞き取り調査は矢持有希子がインタビュアーとなり､あらかじめ
設定しておいた質問事項について訊ねる方法を取ったが､できるだ
けインタビュイーの自由な発言を尊重したかったため､場合によっ
て質問項目の順番や内容を変更した｡使用言語は基本的に英語であ
るが､一部､デンマーク語の通訳を介した｡
2.デンマークにおける育児関連休業制度
人口約541万人(2005年),国土面積約4.3万平方kmのデンマークに
おいて,国を発展させるために最も重要なものは人的資源である.
それゆえ,人 (労働者)のレベルを上げるために教育に力を注ぎ,
人々が安心して生活できるように福祉を充実させてきた.選挙の投
票率は平均80%に上るほど国民の政治への関心は高く,何らかの問
題が浮上すれば,民主主義の理念に従って個々の意見を尊重しなが
ら敏速な対応がなされている.また,人口規模が小さく政策の影響
が即座に現れるため,多くの場合､行政施策は試行錯誤を繰り返し
ながら改善を試みるといった柔軟なやり方で行われている.育児関
連休業制度についても例外ではなく,社会状況や経済状況の変化に
合わせて,制度改正が繰り返されてきた.
育児関連休業に関する基本的な権利は法律で規定されており,現
在施行されている法律は,2002年3月に大幅に改正されたもので,
育児関連の休業をすべて合わせると,子ども一人につき最高52週間
の経済補償付き休業を取得することができる.その詳細は以下の通
りである.
まず,デンマークの永住権を持ち,被雇用者もしくは自営業の両
親は出産休業 (SvangerskabogFβsel)を取得する権利を持つ.
このうち,母親のみに与えられる権利としては,出産予定日の4週
間前から取得できる産前休業(Barselsorlov)と出産後14週間の産後
休業があり,産後2週間の母親による休業取得は法律により義務化
されている.一方,父親は出産後14週間の間に,2週間の父親休業
(F;edreorlov)を取得することができる.なお,この父親休業の期間
2週間は,父親と母親が同時に休業することができる.
産後14週以降は,両親は最高32週間の親休業 (ForZeldreorlov)
取得が認められている.2002年の法律改正以前は,親休業は個人単
位ではなくカップル単位の権利であったために父親と母親が同時に
休業することができなかったが,現在は,二人同時に休業を取得す
るか,休業期間を分担するか自由に選択することができる.また,
希望すれば休業期間を延長したり,後1に延期したりすることも可
能であるが,この場合も休業補償は32週間分しか支払われない.さ
らに,この期間はパートタイム休業を取得することもできる (Drew,
2CK)5).
このほか,失業問題対策として,教育休業,サバティカル休暇と
同時に導入され,1992年から2002年の間施行されていた育児休業
(B8rnepaSningsorlov)がある2.これは,ワーク･シェアリング
やジョブローテーション,OJTの役割を兼ねていたため,失業者や,
失業保険基金(ULfundS)に加入していない人にもその権利が与えら
れており,実際,1999年には休業利用者の36%が失業者であった.
現在でも,202年1月1日以前に生まれた子どもの両親には,育児休
業に関して旧規定が適用され,2002年1月1日から同年3月27日の間
に生まれた子どもに関しては,両親が旧規定と新規定の間でどちら
を適用させるか選択することができる.旧規定では,9歳未満の子
どもを養育する保護者は,子ども一人あたり最高52週間までの育児
休業が認められ､幾度かに分割して取得することも可能であるが,
権利として保障されるのは一歳未満児の場合26週間まで,1-8歳の
子どもの場合13週間までとされ,これを超える場合は使用者との合
意が必要とされる.
なお,デンマークの法規定に基づいて養子縁組を結んだ両親3も,
生物学的な親と同様の権利が与えられ,養子を得た日から14週間の
出産休業,2週間の父親休業,32週間の親休業などを取得すること
ができる.
このように,国家は育児支援の一環として様々な育児関連休業制
度を整備しているが,これらの制度を実際の利用に結びつけるため
には,休業中の経済補償が重要な要素となる.育児関連休業は,労
働者の権利として一般に認識されており,労働組合の組織率が高い
ことや,労使間の協力関係が緊密であることも手伝って,デンマー
クの育児関連休業期間中の所得補償は国際的に高いレベルにある.
具体的には,200年の一人当たりの国民所得に対する休業補償費
の割合は2.6%で,これはノルウェーの3.6%,フィンランドの3.3%,
スウェーデンの2.7%,などに次ぐ高い値で,EU15カ国平均の1.5%
を大きく引き離している (EIRO,2004).
休業の種類別に見ると,比較的多くの人が取得する産前 ･産後出
産休業や父親休業に関しては,休業期間中,地方自治体もしくは使
用者から出産手当 (barseldagpenge)の満額を受け取ることができ
る.補償率は最高で休業前の給料の90%であるが,補償額の上限4
も定められているため,平均補償率は休業前の給料の60%～70%に
留まっている.ただし,公共部門では,給料の全額を受け取ること
ができ,民間部門でも多数の労働者が個々の契約,もしくは労使協
定によってさらに高いレベルの補償を受けている(S.Carlsen,1998).
親休業の休業補償額は現在,失業補償の60%である.そして,親
休業についても,出産休業や父親休業と同様に,個々の契約,もし
くは労使協定によってより手厚い補償を受けることができる.組合
と使用者の労使協定では,企業が地方自治体からの補償金を補うよ
う明記されており,場合によっては上記の補償を受給期間終了後,
失業補償 (Dagpenge)を受け取ることもできるが,受給額や受給
条件は,加入している失業保険基金 (A-Kasse)5によって異なる.
労働組合への加入も失業保険基金への加入も任意であるものの,労
働組合組織率が75.5% (1999年),失業保険基金加入率も対労働力
人口比で83% (1999年)と極めて高く,公共部門では加入率がほぼ
100%となっている.
育児休業の休業補償は,導入当初には最大失業補償の80%であっ
たが,1995年1月には最大失業補償の70%,1997年4月には最大失業
補償の60% (一週間に1,710Kr(20α)午))と順次引き下げられた.
また,このほかに育児家庭への経済的負担を軽減するものとして
家族 ･児童手当制度がある.この制度は福祉普遍主義の理念に従い,
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両親の就労状況や所得の高低に関わらず,18歳未満のすべての子ど
も6に,非課税で一定の金額が支給される仕組みになっている.一
般家族手当の給付額は,子どもの年齢によって決まっており,年齢
が高くなるほど給付額は減少し,205年には,0歳-2歳児には年13,
480クローネ,3歳～6歳児には年12,184クローネ,7歳～17歳児に
は年9,584クローネが支払われている (MinisterietforVidenskab
TeknologiogUdvikling).
つまり,基本的に教育費や医療費もかからない上にこのような家
族 ･児童手当制度が充実していることから,実質的に両親が負担し
なければならない養育費は食費や衣料費程度であり,こどもを持つ
ことに伴う両親への経済的負担は少ないといえる.
3.育児関連休業取得に関するジェンダー問題
前章で述べたように,父親は自分の子どもが生まれる際,もしく
は養子を得た際,父親休業2週間と親休業32週間を合わせ,最大34
週間経済的補償付きの休業を取得する権利を持っており,母親は18
週間の出産休業と32週間の親休業を合わせ,最大50週間の休業を取
得できると定められている.ところが,実際の休業利用に関する統
計に目を向けると,出産後の育児関連休業平均取得日数は,父親19
日,母親278日,合計平均297日 (2003年)となっており,男性の休
業取得期間は全体の6.3%と女性に比べて極端に短いことがわかる
(DanmarksStatistik).
次に,産前 ･産後出産休業と父親休業だけを取り上げてみると,
2004年,父親休業に付随する休業手当を受給した男性は,前年より
5.7%増え,4万6447人で,女性 (9万4703人)の約半数ほどであり,
親休業や育児休業よりははるかに取得率が高い.これは,父親休業
が導入された1984年にはすでに40%の父親が,1991年には55%の父
親が休業を取得していたことからもわかるように,2週間の休業を
取得することはデンマークにおいてはすでに ｢普通｣になっており,
休業取得に際して職場での抵抗にも合いにくいことによるものと言
われている (LHgjgaard,1995).また,デンマークでは出産の際に
実家に帰ったり,自分の母親に来てもらって身の回りの世話を手伝っ
てもらったりするというような習慣はないため,特に出産直後の母
体の回復が完全でない時期には,基本的にパートナーが家事や育児
を担う必要性がある.このことが父親休業取得の大きな動機 ･理由
になっているとも考えられる.
一万,32週間の親休業取得については,2002年から2004年にかけ
て女性の利用者数のみが増加したことで男女間の格差がますます拡
大し,2004年には,全体に占める女性の割合が87.7% (78,553人),
男性の割合が12.2% (ll,125人)となった.休業手当の受給日数に
ついても,女性124.8日,男性41.3日 (2004年)と,女性が男性の約
3倍の期間,休業手当を受給している.ただし,2002年から2003年
にかけて,男性の親休業手当平均受給日数が,12.8日から40.1日に
大幅に伸びており,この変化は,2002年に親休業がカップル単位の
権利から個人単位の権利に変わったことで,両親の同時休業が可能
になったことに起因すると思われる.この結果,親休業手当の受給
日数における男女間格差が多少縮まったが,その一方で男性の休業
手当受給者数自体には目立った増加はなく,逆に2002年から203年
にかけて1379人ほど減少していることは大変興味深い.すなわち,
男性に限って言えば,2002年の法改正により,一部の人にとって親
休業はより魅力的なものになり,平均休業日数が大幅に増えるとい
う結果をもたらしたものの,この改正が多くの人を休業取得に誘引
するインセンティブにはならず,休業利用に関して男性間での格差
が広がったと捉えることができる (Danmarksstatistik).
最後に,育児休業に言及すると,休業利用者の男女比は,1994年
から1999年にかけてほぼ一定で,男性は全体の7-9%しか取得して
おらず,教育休業やサバティカル休暇と比較しても,女性の取得割
合が極端に高い.特に,長期的に失業状態に奉るシングルマザーの
多くがこの休業を取得したが,幼い子どもを持つ女性や長期失業者
は再就職の際に不利に働き,育児休業を長期間取得したことで再就
職への壁がさらに高くなるという悪循環に陥った.つまり結果的に,
育児休業が労働市場における女性の周縁化を促進させたわけである.
さらに,育児関連休業は,家庭内での性別役割規範の再構築にも繁
る.というのは,休業取得中の75%の人は家事の大部分を担うため,
女性のみが休業を取得することで,それまで家事を分担していた夫
婦の場合でも,休業を機に家事労働の負担が女性のみにかかる可能
性が高く,このことは育児関連休業制度の最も大きな弊害として多
くの研究者によって指摘されている (P.H.Jensen,200).
以上のように,デンマークにおいては育児関連休業取得に関する
男女間格差が依然として大きい.たとえ,女性自身が長期休業を希
望しているためにこのような格差が生じたとしても,結果的には,
このような事態が女性の経済的自立を阻害し,労働市場における女
性の立場を不利にしていることは否めない.実際に ｢休業期間が長
いことで将来もらえる年金が減る｣,｢幼い子どもがいる母親は長期
的に休業を取得すると見なされ,就職の際に不利な立場に置かれる｣
など,深刻な問題が山積しており,女性のみが休業を取得すること
による不利益は大きいと言わざるを得ない.これらの問題を解決す
るためには,人々が休業する際に,何を考え,どのような選択をし
ているのか解明する必要があるが,育児関連休業に関しては女性に
焦点を当てた研究が多く,男性側の問題についての分析は少ない.
そこで,デンマーク人男性の育児関連休業の利用の実態および意識
を実証的に明らかにした上で,男性やその家族にとっての休業取得
の利点と,男性の休業取得を促進するための課題を考察することを
目的に聞き取り調査を実施した.その内容を以下に示す.
4.育児関連休業を取得したデンマーク人男性の実態と意識
(1)調査概要
調査は過去10年以内に育児関連休業を取得したことのあるデンマー
ク人男性11名を対象に,主にデンマークの第二の都市であるArhus
(オーフス)で実施した7.調査方法は先記した通り個人面接とし
たが,F,Gさんに関しては二人同時に面接を実施した (調査対象
者の名前は匿名性を維持するためアルファベットA～Kで表記して
いる.).質問紙の項目は,本人および配偶者の年齢,学歴,職場環
境や休業分担,さらには休業取得の動機や長所短所など22項目に亘
り,聞き取りではできるだけ対象者の自発的語りを引き出すことに
重点を置いた.なお,調査時の会話は,調査対象者の同意のもとに,
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ICレコーダーで記録した.
調査対象者の年齢は30歳から42歳で,子どもの人数は1人から2人
である.男性の職業は公務員が多く,民間企業に勤めているB,F,
Hさんの3名の勤務先はすべて従業員数が100人以上の,国際的に有
名な企業である.勤務時間は,大多数の人が ｢27-40時間｣ 8と
答えており,残業はほとんどないという.また,学歴については,
仝月が大学 (もしくは大学と同等レベルの専門学校)卒業以上で,
修士課程修了者や博士課程修了者が多く,高学歴である.これは,
インタビュイーの紹介者の学歴が高かったことや,高学歴の人の方
が育児関連休業の取得率が高いことなどによるものと推測される.
休業期間は最短がFさんの2週間で,その他の人は年間有給休暇
日数と同じ5週間の人や4ケ月,10ケ月など多種多様であるが,9ケ
月や10ケ月など長期間休業したC,E,G,J,Kさんは,休業取得
時には (博士課程を含め)学生であった.休業補償については,労
使協定に基づいて支給率が定められているケースが多く,2週間の
父親休業については給料100%の補償を受けているが,長期的な休
業については給料の50-60%を受給している人が多かった.
以下では,インタビューした内容について,いくつかの項目に分
け,複数のインタビュイーの話をまとめたかたちで記述,分析する｡
(2)休業取得の動機
男性が育児関連休業を取得した動機としては,｢子どもの世話を
したかった｣｢子どもとより良い関係を築くのに役立つと思った｣
など主体的かつ積極的なものが目立った.例えば,Hさんは2週間
の父親休業を,その後の育児を首尾よくこなすために不可欠な,千
どもに関する ｢学習期間｣と捉え,休業取得の効果に期待をかけて
いた.また,｢妻があなたの休業取得を望んだ｣｢妻ができるだけ早
く戦場復帰したかった｣という質問項目について,これらは事実で
はあるがそれが休業取得の主要な理由ではないと複数の人が主張し
た.
さらに,Jさんは ｢僕はデンマークでは長年そうだった 『遠い父
親(Remote Father)』にはなりたくなかったんです.今は変わって
きていますが.子どもは9ケ月母親のおなかにいて,授乳もするの
で,子どもと母親の関係は自然に創られますが,父親の場合はそう
ではない.でも,もしそうする (積極的に育児をする)選択をすれ
ば,父親もまた重要な役割を果たすと思います.子どもが小さいと
きに一緒に居て,積極的に義務を果たし,母親と同じ足並みで子ど
もの世話をすれば,自然に子どもとも,妻ともいい関係が築けると
思います.(子育ては)母親に任せるよりも,共有するプロジェク
トですから.｣と述べ,Fさん,Gさんと同様に 『父親が積極的に育
児をするべきである根拠』として父子関係を築くことができること
をあげた.
このJさんの発言に見られる F遠い父親 (RemoteFather)』とい
う言葉は,デンマークにおいて父親の育児参画を語る際のキーワー
ドにもなっており,現代の父親は自分が昔寂しい思いをしたことか
ら F遠い父親 (RemoteFather)』であった親の世代を反面教師に
している傾向が強い (湯沢,201).今回の調査でもB,E,H,∫,K
さんは自分の父親が自分にとって遠い存在であったと認識しており,
Eさんは,自分の両親が病床で子どもと過ごした時間が少なかった
ことを後悔していたことや,幼少期に寂しい思いをした経験が,現
在の積極的育児参画に影響していることを明言した.
また,両親が休業を取得せずに働き続けた場合,一般的に子ども
は保育施設に預けられる.保育施設についてⅠさんは,その質の高
さを評価した上で,｢保育所でもいいけど,でも預け過ぎはダメだ
ね.子どもは個人的な関係性のある,誰かと共に過ごす必要がある
んだ.両親が重要だと僕は思う.｣と話した.さらにEさんは,戟
の7時から夕方の5時というのは子どもにとっては長く,日中活動的
であるために家に帰った時には疲れ果てて,両親と話をするエネル
ギーが残っていないことを ｢施設漬け｣と表現し,両親とのコミュ
ニケーションを何よりも重視すべきだと主張した.
一方Gさんは,生まれた双子が4ケ月間入院していたことを休業
取得の理由に挙げていた.子どもは未熟児であった上,それぞれ地
理的に離れた病院に入院したため,女の子と母親はオーフスに,男
の子と父親はコペンハーゲンに滞在せざるを得なかった.Gさんは
｢もし彼らが普通に生まれていたら,10ケ月休業は取らなかったと
思う.たぶん2ケ月ぐらいかな.普通の状況とはだいぶ違うので.｣
と,子どもの病気が休業を延長する動機になったことを明らかにし
ている.
(3)周囲の反応とキャリアへの影響
このように,今回の調査対象者は休業取得にとても意欲的であっ
たが,たとえ当事者が強く希望したとしても世間からの風当たりが
強ければ,実際の休業取得に踏み切ることは難しいことは容易に推
察される.そこで,休業取得に関する周囲の人々の反応やキャリア
への影響について質問してみた.
まず,｢育児関連休業取得に対する上司,同僚,および友人の態
度はどうでしたか｣という質問に対して,ち,Dさん以外は上司,
同僚,友人,家族親戚の全員が肯定的であったと回答し,B,Dさ
んは上司,同僚は中立的であったと答えた.Bさんの勤務先は大手
の銀行で,大企業であるがゆえに会社としては男性の育児休業取得
を奨励しているという.しかしながらBさんは会社の人の態度につ
いて ｢『あ,そう.自分が決めることだからどうぞ.お好きなよう
に.』といった感じ.僕は気にしなかったけど,｣とやや冷たい印象
を受けていた｡会社としての方針と実際の上司や同僚の態度の間に
はギャップがあることがわかる.
ある新聞記事9は,｢50歳以上の管理職の男性は父親の育児休業
取得を否定的に捉える傾向があり,そのうち32%の人が休業を取得
すればキャリアの選択肢ば狭まると断言している｣と報じていたた
め,実際にそう感じたことがあるかどうか質問したところ,そのよ
うに感じた男性は一人もいなかった.もちろん,今回の調査は実際
に休業を取得した人を対象にしたものであり,今回の調査結果が男
性の休業取得に否定的な上司は少ないということを意味しているわ
けではない｡男性の休業取得に好意的か否かについては､職種によっ
て二極化しているとも考えられる.これについてJさんは ｢職場文
化 ･環境にも関係していて,僕の職場,つまり大学は高学歴で進歩
的 (リベラル)な人がほとんどなので,男性の休業取得にもとても
好意的な傾向があります.｣と述べた｡また,Kさんは造船会社な
どの男性ばかりが働く職場,Eさんは工場などの因習による影響が
- 82-
(83)
強い職場では,男性の育児関連休業取得が困難であることを指摘し
た.さらにChristffersen(20(泊)らの研究によると､父親が女性の
多い職場で働いている場合,父親の休業利用が多いとされている.
これは病院や保育施設のように女性の多い職場では,①休業を取得
するためのシステムがすでに確立されており,男性であってもこの
システムを利用しやすいこと,②前述のように職場内でのヒエラル
キーが存在しないこと,③休業取得に関して同僚の理解が得やすい
こと,などによるものと考えられる.
また,Hさんの会社では育児休業を含めた休暇取得を促進してい
ることを次のように説明した.｢より良く働くには二つの方法があ
る.より賢く働くか,よりハードに働くか.もし,よりハードに働
くとすれば,もちろん勤務時間は長くなる.しかし,実際ハードに
働いた時に起こる事態は,『あまり賢い方法で仕事ができない』と
いうことだ.だからデンマークの多くの会社は,休暇を取り,週に
37時間しか働かず,余暇を楽しむよう社員に頼むんだ.より新鮮で
より良いアイデアを持って仕事に戻れるようにね.一中略- (休業
を取得できた理由について)僕が言えることは,僕がデンマークで
も大企業であるⅩ社に勤めているということ. トップが育児休業を
推奨していて,女性ならより長い休業を取得できる.これは何の問
題もない.休業前と同じレベルの仕事に復帰できて,キャリアを継
続できる.｣この発言で一点気になることは,長期の育児休業取得
に関して,｢女性なら｣と限定していることである.Hさんは ｢育
児休業の期間は適切だったと思いますか｣という質問に対して ｢もっ
と長ければよかった｣と答えている.実際のHさんの休業期間は計
7週間であるが,例年には年間計6週間の有給休暇を取得しているこ
とや,育児関連休業の一部を有給休暇として消化していることなど
を考え合わせると,育児休業をしたといっても､例年と比べてさほ
ど長期間休んでいるわけではない｡男性の育児関連休業取得を促進
している大企業においても,依然として男性と女性が同じ条件で休
業できる状況にはなっていないのである.
また,一般に,基幹的業務に就いている人が一定期間以上休む場
令,その人が担っていた業務を休業期間中どう処理するかが職場で
の最重要課題となる.その解決法は周囲に仕事を割り振る,代替要
員を用意する,などいくつかの手段が考えられるが,もちろん職場
文化や職種の性質によって講じる対策は異なる.個々人の仕事の範
囲が明確で,グループなどではなく自分自身で仕事のスケジュール
を組める職種の場合は,事前に休業の準備をすることは比較的容易
であると思われる.
現在,高校で教師をしているGさんは ｢(自分の職場では)休業
期間が半年以内なら他の先生が代理で授業を行い,半年以上ならば
代替要員を雇う｣と述べ,もし自分が4ケ月休んだとしても問題な
いと確信している.一方,建築系の民間企業に勤務し,日常的に8
人ほどのグループで仕事をしているFさんは,子どもが生まれた時
期は繁忙期であったために,より長期の休業取得を希望していたに
もかかわらず,2週間の父親休業しか取得できなかった.このこと
について,Fさんはグループ内では上下関係がないために上司に命
令されたわけではないが,グループのメンバーに迷惑がかかること
から自粛したと説明している.また,大手銀行でIT関係の仕事を
しているBさんは,｢大きな会社だから代わりの人間はいくらでも
いる｣と休業取得時には社内で代替要員を確保したことを述べ,負
分が休業を取得することで業務に支障が出たり,他の人に多大な迷
惑をかけたりしなかったと強調した.Eさんは業務に支障をきたさ
ずに休業することに関して ｢どのポジションにいるかという問題も
あるよね.階級制度の中での管理職なのかとか.彼らは r半年間仕
事をやめて旅行します』とはいえないからね.銀行の中にそんなこ
と言える管理職はほとんどいない.｣と述べた.また,E,Hさんは
｢多くの人は 『自分は仕事で重要な存在だ』と信じている｣と述べ,
それがある種の幻想であることを皮肉った.また,Hさんは,毎年
年間6週間の休暇を取得し,そのうち4週間は連続休暇であるため,
長期的に職場から離れる際の善後策はすでにわかっている.大手IT
企業で勤務しているHさんの場合,担当している顧客は1件のみだ
が仕事内容が専門的であるため,代わりになれる人はいない.しか
し,顧客とは緊密で友達のような対等な関係であり,休暇の計画は
いつも,あらかじめ打ち合わせをして了承を待ているので,上司に'
お伺いを立てる'ことなく休暇を取得することができるという.さ
らに,休業取得時に博士課程の学生として授業を担当していたJさ
んは,代替要員は確保せず授業の日程を延期するという方法を選択
した.理系の研究者であったGさんも,休業取得のためにはプロジェ
クトから一定期間外れるだけでよかったと証言しており,大学にお
ける休業取得の柔軟さはE,G,Ⅰ,K,Jさんすべてが認めていた.
また先行研究によれば,男性は育児休業取得を職場内で目立たな
くし,キャリア-の影響を最小限にするために,育児関連休業の一
部を通常の有給休暇として取得する,もしくは有給休暇と連続させ
て取得する傾向があるという (H勿gaard,1995).これは今回の調査
結果にも当てはまり,｢育児関連休業を一般の有給休暇として,ち
しくは有給休暇と連続させて取得したか｣という質問に対して,6
名がYes,5名がNoと回答した.ここでNoと回答した人はA,F,G,
J,Kさんで,Aさんは女性が多いために休業が取得しやすいと言わ
れている看護士を職業としており,Fさんは休業期間が2週間で比
較的短く,G,J,Kさんは当時学生であった.有給休暇を育児関連
休業として利用する風習はかなり一般的で,根強いと見なすことが
できる.
(4)休業取得の長所と短所
今回の調査対象者は,掃除,洗濯,食事の準備など,あらゆる種
類の家事を日常的に行っており,育児に関しても散歩からオムツ替
えまですべて行っていた.これらの事実を踏まえ,育児でもっとも
楽しかったことについて質問してみると,｢子どもと一緒にいられ
ること｣｢子どもと一緒に遊ぶこと｣とほとんどの人が答えた他,
Gさんは ｢子どもの寝顔を見ながら寝かしつけること｣と答えた.
Kさんは ｢子どもが成長する一瞬一瞬に立会い,その瞬間を楽しむ
ことができたこと｣と答え,子ども生まれた瞬間が一番感動したけ
ど,その後,歩き始めた,言葉を覚えた,一人でみかんの皮をむけ
るようになったなどに感動したという.Kさんは当時博士課程に在
籍していたため,休業中に論文を書くつもりだったが,育児を行っ
てみると子どもの世話の方が楽しく,勉強はいつでもできるが子ど
もが成長する瞬間は二度と戻ってこないため,子どもの世話の方が
大切だと感じ始めた.また,育児に関して男性ができない唯一のこ
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とは母乳を与えることであるが,Fさんの場合は子どもが母乳を飲
めず,粉ミルクを与えていたおかげでFさん自身がミルクを与える
ことができた.これについて,Fさんは ｢母親抜きの子どもとの親
密な関係を感じることができてとても幸せだった｣と述べ,このこ
とを ｢もっとも楽しかったこと｣に挙げている.
子どもと親密な関係を築きたいと願っている父親にとっては,父
親が入り込むことのできない母子間の授乳という行為は,ある意味
うらやましくもあり悔しくもあるのかもしれない.さらに育児関連
休業取得の利点について,全員が ｢子どもと良い関係を築くことが
できる｣に印をつけた.
反対に,育児で何が一番嫌だったかという質問に対しては様々な
回答があった.Hさんは,｢体を使う遊ぶをよくする.大体は楽し
んでいるけど,疲れた時には一番厄介なことになる.彼は諦めない
から.それに,子どもが怪我などをしないように常に子どもの行動
に注意を払わなければならないのは精神的に疲れる.｣と説明した.
Gさんは,双子がいつも4時間しか寝ず,なかなか寝ない子どもを
寝かしつけることに苦労したという.F,Ⅰさんは ｢睡眠不足にな
ること｣を挙げ,Ⅰ,Jさんは ｢自分の時間がとれないこと｣｢旅行
に行けないこと｣などを挙げた.一方で,D,Eさんは ｢何もない｣
と答えた.
なお,育児関連休業を取得することで得た不利益に関しては,経
済的損害を挙げる人が多く,休業取得の分担を決める際にも,経済
的問題が多かれ少なかれ影響しているようである.Hさんは ｢僕ら
は妻がほとんどの休業を取ると決めた.なぜなら,僕は妻よりも多
くお金を稼いでいたから.｣と夫婦間の給料格差の問題を取り上げ,
｢もし奥さんの給料の方が多かったとすれば｣という仮定に対して
は ｢そうすれば違っただろうね.僕が全部取っていたと思う.あ,
全部じゃないな,最初の1ケ月は両方だね.僕が大部分を取ってい
たと思う.｣と答えている.また,Bさんも経済問題が先なので,
もし経済的補償がなければ休業は取得していなかったであろうと述
べた.
しかし一方で,Eさんは ｢骨は 『お金がなくなるからできない』
と言うが,本当の問題は経済的なことではない.本当にしたいと思
えばできるんだ.問題は何を優先させるかというプライオリティの
問題だ.｣ということを強調した.
(5)父親の休業取得を促進するための手段
父親の休業取得を推進する手段については,パートタイム休業
(労働時間短縮制度)や分割可能な休業などのより柔軟な制度を求
める声が強かった.パートタイム休業の必要性についてHさんは,
｢これは重要な要素だと思う.なぜなら,多くの人は 『自分は仕事
で重要な存在だ』と信じているからね.物理的に半分の時間しか働
かなかったとしても,新しい人に会い,新しいネットワークを作り,
何が起こっているのか知ることができるから80%か90%は仕事に入
り込める.だから,この柔軟さというのはとても重要な要素なんだ.｣
と述べている.また,休業の分割に関してBさんは半分だけ取得し
て,残りの半分はキープしておけるような制度があればいいと話し
ている.さらにKさんは,コーヒー会社でエンジニアをしている知
り合いが,早産だったせいで急に休業する必要があった例を挙げて,
｢すごく大きな会社だから,たぶん制度的には反対ではないけど,
逆に制度が固い.すぐに (休業を)取られない.前もっていつから
いつまで休むかを言わなければならない.｣と,制度が確立してい
る大企業では逆に融通が利かない場合があることを指摘した.
情報を与えることについては,｢もう十分だ｣という声があった
一方で,保守的な業界など,いくつかの分野では不十分だと指摘す
る人もいた.Kさんは ｢会社へ情報を提供し,会社と労働者の態度
を変える.｣ことを提案したが,その意図は,たとえ制度があった
としても職場の雰囲気が悪ければ実際に休業できないため,会社と
労働者の休業に対する意識を変えることが必要であるというところ
にある.
さらに ｢休業中の父親同士のネットワークを作る｣についてBさ
んは ｢これは必要だと思うよ.実際,母親同士のグループはある.
病院で,同じぐらいの年齢の子どもを持つ母親を紹介してもらえた
りする.父親についてもなんらかの繋がりが必要だね.｣と答えた.
これを受けて,母親同士のグループがすでにできているのならば,
その母親の集まりに参加する,もしくは父親と母親が混ざったグルー
プは可能だと思うか,尋ねたところ,｢可能だとは思うけど女と男
では同じ輪に入っても取り上げる話題が違うし,観点が違う.たぶ
ん男同士だと同じ状況で問題を抱えているはず.それに,中には男
性は F2番目の母親にはなりたくない』と主張して,母親と同じよ
うにすることを嫌い父親としての役割にこだわる人もいる.｣と,
性別によって問題意識や視点が異なることや,一部の男性は,母性
と父性の相違にこだわることに触れた.
｢母親に譲渡できない父親のための休業期間を設ける｣というこ
とに関して,Bさんは賛成の意を表した上で,｢時には強制しない
といけないこともある.デンマーク人男性はコンサバテイブだから
ね.僕は男ももっと休業を取得するべきだと思う.子育てに関わる
ことで,もっとそういうことに関して注意を払うようになるから.｣
と述べた.Hさんもまた,｢休業を取らないキャリア志向の男性で
ち,もし彼らに固定され,誰にも移せない育児休業があれば,ほと
んどの人が取ると思う.｣と答え,その理由について,｢デンマーク
ではみんな,親と一緒にいることは子どもにとっていいことだと考
える.その上,もしそれが男性だけ取ることができるのならば,キャ
リア志向の人でも上司に育児休暇のことを断然頼み易くなる.(断
わられると)Fそれは違法だ』と言えるし,リストラもない.｣とキャ
リア志向の男性にとっての利点を挙げた.しかしながら,一方でG
さんは ｢僕は男性が休みたいかどうかに委ねるべきだと思う.周り
が決めることではなく.｣と答え,Fさんと共に,母親に移譲でき
ない父親のための休業期間を設定することについて強く反対した.
この間題についてデンマークでは長年議論が交わされてきたが,
デンマークの国民は,国家主導型で法律によってすべてを統制され
ることを嫌う傾向があると言われており,スウェーデンとは対照的
である.そのため,スウェーデンのパパの月や,ノ)i,ウェ-のパパ
･クウオー ター 制のように,父親の育児休業を促進するためのアファー
マテイブ･アクションは敬遠され,個人の選択に委ねられてきたと
いう背景がある.
｢経済補償を上げる｣という項目に関して,Bさんは効果的では
あるが財政上の問題から非常に困難であると推測している.さらに
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は,実質的には休業を取得できない人/しない人が他人の休業のた
めに税金や組合費という形でお金を払っていることを取り上げ,休
業に対する批判の声にも理解を示した.
(6)考察
調査結果に関して最も印象的だったことは,育児に積極的に関わ
る一因として何名かの人が自分と自分の父親との関係性を挙げ,衣
庭よりも仕事にプライオリティを置いていた父親を反面教師にして
いるという点である.この事実は,幼い時期の想いが成人になった
時にもひきつがれ,仕事よりも家庭を優先させ,子どもと緊密な関
係を築くための確固たる動機付けになることを示唆している.また,
第一子の際は2週間のみ休業し,第二子の際に2週間に加えてさらに
2ケ月休業したBさんが ｢最初の子どもが生まれて,最初の2週間は
何もわからない.で,二人目の子どもができたとき,前より多くの
事がわかっているぞという自信があったので,もう少し何かしたい
と思った.｣と述べたことは注目に値する.なぜなら,これは育児
能力の発達が,さらなる休業取得へ繋がったことを意味しているた
めである.｢休業｣という一歩を踏み出すことで,父親と子どもの
関係性がより緊密になったとも言えるであろう.同様に,Fさんが
｢休業を取得することで,自分ひとりでも子どもの面倒を見ること
ができる,という自信がついた｣という発言したことから,休業が
母親抜きで子どもと接するきっかけになったことがわかる.すなわ
ち,実際に子どもの面倒を見て,子育てに関する ｢成功体験｣を掴
むことで ｢父親よりも母親のほうが育児に適している｣という固定
観念を払拭することができるのである.
男性の休業取得に関する使用者側の理解については,職種や業種
によって二極化されており,様々な利害対立が男性の休業促進の弊
害となっている.休業を取得する人がほとんど女性であった時代に
は,主に休業を取得する女性と取得しない男性の利害が対立してい
たが,現在は性別による対立構造ではなく,家庭にプライオリティ
を置くか,仕事にプライオリティを置くかなどの価値観による対立
にもなりうる.この価値観は世代によっても異なる.このことはE
さんの ｢たぶん,彼女の親の世代の人は (育児休業を)変だと思う
と思うよ.それに,たぶん,若い世代の人は甘やかされていると思
うね.｣という発言にも現れている.
歴史的に見て,多くの文化圏において,出産し,母乳を与えるの
は女性であることから,女性は育児に責任をもち,反面,男性は育
児に関して周縁に置かれてきた.そのため,男性の育児関連休業を
論じる際,個人,家族,会社,社会それぞれにとっての利益や不利
益に焦点が絞られることが多く,本調査においても利益,不利益や
休業に伴って生じる何らかの変化に着目してきた.しかしながら,
調査を行って実感したことは,母親が ｢子どもと一緒にいたい｣と
いう想いを抱くのと同様に,父親もまた子どもと過ごすことを希望
し,子どもとの時間を純粋に楽しみ,さらには子どもと緊密な関係
性を築くことを切望しているという単純な事実である.子どもと過
ごすことで何ものにも変えがたい幸福感が得られるのならば,個人
の福利 (Wel-Being)という観点をより重視し,男性も休業を取得
できるようにするべきであり,育児関連休業へのアクセシビリティ
に関して女性より男性のほうが不利であるという現状を早急に改善
することが求められているのである.
5.男性の育児関連休業取得の利点と課題
(1)男性の育児関連休業取得の利点
これまで本論では,男性の育児関連休業の促進を是として議論を
進めてきたが,ここでその理由について改めて確認したい.なぜな
ら,育児関連休業を取得しなくても,積極的に育児を行い,父親と
しての責任を果たしている男性は大勢いるであろうし,｢休業を取
得することだけが子育てではない｣という反論が出てくることも想
定できるためである.実際,デンマークでは母親と父親は同じぐら
いまめに子どもの世話をしているように見受けられ,日常的な育児
に関して,男性の育児参画は進んでいると思われる.そうではあっ
ても,男性が育児休業を取得することの利点はいずれにあるのかを
まとめると以下のようになる.
第-に,男性自身にとっての利点であるが,育児休業を取得して
1日中子どもといることで,子どもが日々成長していく様子を観察
し,その喜びを子どもやパートナーと共有することを挙ることがで
きる.男性の育児関連休業取得がカップル間の関係改善にも繋がる
ことに関して,ジェンダー平等研究所 (Centerf♭rLigestilingsforskn-
ing)の研究者であるKennethReinickeは次のように指摘している.
｢これはカップルの関係にとって計り知れないメリットである.休
業を取得すれば,男性は実際に具体的な経験を得るので,途端に子
どものことを話す素養を身に付ける.そして,女性が普段行ってい
ることについてより理解する.｣この,Reinickeの理論は,F両親が
共に育児関連休業を取得した家庭は,離婚率が低い』ということを
指摘しているスウェーデンの研究によって裏付けられている.(The
CopenhagenPostからJylands-Postenへの転載記事 ｢Moremen
putthefamilyfirst｣205年6月27日)さらに言えば,これは母親
の孤立とそれに付随する子どもへの虐待を防ぐのに役立つとも考え
られる.子どもと一日中家庭に篭ることで社会的に孤立し,欲求不
満が募った母親が,場合によってはノイローゼや虐待者になること
は多くの国で起こっている.男性が休業するならば,子育てに関す
る母親のストレスを理解し,問題解決のために協力することができ
ると思われる.
男性が子どもとの意思疎通を図る能力,育児能力を発達させるこ
とができるならば,子どもが泣いているけれども自分ではあやせな
いというような,無力感を男性自身が抱く機会を減少させることも
できる.国立病院における主任精神分析医であるSvendÅageMads-
enは,｢私は多くの年配の男性と話すのですが,彼らは,子どもが
歩き始めたとき,話し始めたとき,そして初めて学校に通ったとき
に仕事をしていたことを後悔し,申し訳なく思っている.逆に,もっ
と仕事に時間を費やすべきだったと言う人にはお会いしたことがな
い.｣と述べている (TheCopenhagenPostからJylands-Postenへ
の転載記事 ｢Moremenputthefamilyfirst｣2005年6月27日).
すなわち,子どもと深くかかわることは,将来的に父親自身が幸福
感を得るためにも重要であるといえる.
また,休業を通して新しい人間関係を築くことができることや,
仕事から一旦練れ,リフレッシュできることも多くの男性にとって
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のメリットになり得るといえる.
第二に,子どもにとって父親の休業取得は有意義であるといえる.
早い時期に子どもとその父親が緊密な関係を築くならば,子どもの
社会生活と発育に多大な好影響を与えることが指摘されている
(Carlsen,1998).聞き取り調査においても,多くの人が ｢自分が
小さい頃父親は仕事に忙しく,ほとんど一緒にいることができなかっ
た.そしてそのことがとても寂しかった.｣と述べていたことから,
そのような寂しい想いをしないですむことは,子どもにとって何よ
りの利点であると考えられる.また,保育施設にも男性職員が少な
く,家庭内でも父親と接する機会が少ないと,男の子は男性のロー
ルモデルが不在のまま成長することになる.このことは長年研究者
の間で問題視されており,父親の休業取得はこの間題の有力な解決
策でもある.
第三に,女性にとっては,労働市場と家庭内両方において男女平
等が促進されるという利点がある.もし,より多くの男性が親休業
を取得し,このようにある一定の期間,家族の事情で労働市場から
離れることになると,少なくとも,｢女性は休業を取得するので採
用しない｣というような先入観は薄れ,前述したような採用の場で
の女性差別は減ることが期待できる.さらには組織自体が ｢性別に
関わりなくすべての従業員が,家族の問題に注意を向けざるを得な
い｣という状況に適応する必要が生まれるため,女性従業員が少な
いなどといった理由で休業制度等の整備に消極的だった組織もその
姿勢を変えざるを得なくなるだろう.また,もし父親がより長期間
家庭的責任を引き受ければ,家事や育児についてのスキルが向上す
るだけでなく,苦労や喜びを夫婦間で共有できる.
第四に,雇用者にとってもいくつかの利点があると考えられる.
例えば,労働者の休業取得に際しては,代替要員の配置システムや,
引継ぎを滞りなく遂行することを目的とした情報伝達および情報共
有に関するマニュアルの作成が進行すると推察される.このことが,
結果的に仕事の効率化に繋がるといえる.また,これまで女性を多
く採用してきた会社や,休業取得を促進してきた会社にとっては,
休業負担費をめぐる企業間,業種間格差が解消され,企業間,業種
間での平等な競争条件が整うことになる.そして,これは容易に推
測できることであるが,従業員満足を高め,より良い労働環境を用
意することで,より質の高い労働者を得ることができ,このことは
各組織にとって何ものにも換えがたい利点になり得るといえる.
最後に,国家にとっての利点に言及したい.まず,公共部門に女
性が多く,民間部門に男性が多く,これまで休業取得は女性に偏っ
ていたことを考えると,男性,つまり民間部門の労働者の休業取得
が増加することは,民間と公共における休業負担費の平準化が進む
ことと同義であることがわかる.すなわち,これまで国家が担って
きた休業負担費の一部が民間部門の各企業に移されることから,国
家としては育児関連休業に関する国家予算の節約に繋がることが見
込まれる.さらに,EUとデンマークの関係性に注目してみると,
デンマークは女性の就労率がEU内でもっとも高く,育児施設カバー
率も高いものの,男性の育児関連休業取得日数は北欧諸国の中では
最短であるという課題を抱えている.EUは男性の育児参画を推進
していることから,これはEUの方針にも反しているともいえる.
過去には,EU加盟をめぐって国家内で論争が巻き起こり,EU加盟
を国民投票で否決したこともあるが,これは国家的規模の小さいデ
ンマークがEU内の大国の権益のために振り回され,自国の文化や
政治スタイルを守れなくなることを嫌ったという理由も関係してい
る.つまり,大国に振り回されないためには,EU内でどのポジショ
ンに就くかという問題はデンマークにとって政治的に大変重要であ
る.そこで,男性の育児休業取得をさらに促進することで,ジェン
ダー平等先進国としての ｢手落ち｣を塞ぎ,EU内での存在感や発
言権をより拡大することは,国家としての大きなメリットになるこ
とは明白である.
これらの点を総合すると,男性の育児関連休業取得は,当人だけ
でなく,その子どもやパートナー,雇用者,引いては国家にも様々
な利点をもたらすものであることがわかる.それでは,制度も整っ
ているデンマークにおいて,これだけ意義のある男性の育児関連休
業取得が,なぜ進まないのであろうか.文献研究や聞き取り調査の
結果を踏まえて分析したい.
(2)男性の育児関連休業取得の課題
育児関連休業をめぐる男女間格差が解消されない理由は,すでに
言及してきたように複雑かつ多様であるが,ここではその主要な理
由についてまとめたい.
まず,第-に指摘すべきことは,公共部門の労働者か,民間部門
の労働者か,ということが,休業取得に大きな影響を与えるという
ことである.デンマークを含めた北欧諸国では,福祉の大部分を国
が担い,その福祉の担い手である介護士や保育士,看護師の多くは
女性であるため,労働市場における性別職業分離が進んでいる.公
共部門では伝統的に賃金よりも労働環境の改善を重視してきたため
(Nielsenetal,2004),基本的に労働時間が短い上,解雇される
可能性が少なく,休業取得によるキャリアへのダメージも′トさい.
その上,介護士や看護師などの職業においては,基本的に職場内の
ヒエラルキーが存在せず,このことが休業取得を容易にしている一
因にもなっている (Jensen,2000).さらには,労使間協定によって
出産休業中100%の賃金を受給でき,親休業や育児休業についても
比較的手厚い補償を受けられる.また,公共部門においては,驚く
べきことに,休業を取得し,子どもを持つことが職場において逆に
有利に働く場合がある.これは,高学歴の人が休業を取得し,子ど
もを持った場合に当てはまり,高学歴で子どものいる女性は,同じ
く高学歴で子どものいない女性に比べて給料が平均で10%多いこと
がわかっている.男性についても同様で,子どもがいる高学歴の男
性は,子どものいない高学歴の同僚と比べて多く稼いでいる.これ
は,子どものいる労働者は職業流動性が低く,安定した収入を得る
ことにより価値を置く傾向にあるため,雇用者はこのような労働者
に期待し,投資するためである (Nielsenetal,204).
一方で,男性の多い民間部門は公共部門より平均で14%所得が多
いものの,育児関連休業は取得しにくいと言われている.休業期間
中の休業補償の多くは労使協定によって定められ,その割合は区々
である.(平均約60%)(Nielsenetal,2004)その上,民間企業の
約30%の従業員が,労使協定によって保護されていないため (Prechal
etal,2002),このような労働者の育児関連休業取得の権利をいか
にして守るかということが男性の休業を促進する上で重要な課題に
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なっている.さらに,父親の休業取得と労働環境および職業訓練期
間の関係についてのChristfersenの調査では,父親の給料が10万ク
ローネ以上母親より多い場合,父親の休業取得は激減しており,反
対に ｢父親が公務月で比較的高い地位にいて,母親が民間企業に勤
めている場合｣｢父親がホワイト･カラー労働者である場合｣｢母親
が父親よりも長い期間職業訓練を受けている場合｣｢母親が3年半以
上職業訓練を受けている場合｣父親が休業を取得するケースが多い
と指摘している (Christfersen,1998).つまり,休業取得者の約60
%が公務員であることからもわかるように (Madsen,1998),公共
部門と民間部門における休業に関する格差や給料格差が男性の休業
取得促進の壁となって立ちはだかっているのである.
第二に,ブルー ･カラー労働者は長期的な休業を取得しない/で
きないという問題が挙げられる.法律学者 ･経済学者組織 (Dannurks
Jurist10gQ)konomiorbund･Dj8f),デンマーク技術者団体 (Dansk
Ingenigrforening,IDA) とデンマークビジネス経済協会 (Civilg
konomerne)の共同調査によれば,高学歴の男性は比較的長期間育
児関連休業を取得する傾向がある.統計的に,男性の平均休業期間
は3.3週間であるが,高学歴10の男性の平均は6.3週間であり,約2倍
近く休業していることがわかる.(SOndagsavisen"HOjtuddannede
tagerorlv"2005年6月26日)
これは,第一に高学歴の人は大学などの教育機関や研究機関に勤
務していたり,民間企業においてもホワイト･カラー労働者である
ことが多いことから,基本的に休業を取得しやすい状況にあること
によるものと考えられる.このような職場では,自分で仕事の進捗
を管理でき,長期休暇を取得するにしても法定の5週間以内ならば
比較的自由に取得することができる.一方で,工場などで働くブルー
･カラー労働者の場合,仕事の作業自体がグループで行われること
が多く,自由に休業を取得することは難しい.また,男性の多い肉
体労働を行う職場では,依然として育児関連休業は女性のためのも
のと考えられ,男性の休業への偏見から休業を利用しにくい状況に
あるともいわれている.その上,育児関連休業を取得すること,千
どもを持つことによって,キャリアに与えるダメージは,ホワイト
･カラー労働者の多い高学歴層とブルー ･カラー労働者の多い低学
歴層で格差がある.なぜなら,一般的に,高学歴層は企業において
も基幹的業務に就いており,代替要員を探すのが困難であるため,
労使間交渉において強い立場に立つことができるからである.
第三に,男性の休業取得は女性労働者の労働流動性 ･失業率の問
題と関係していることが挙げられる.Grunowらの研究によると,
高学歴の女性と低学歴の女性では,その就労行動に大きな違いがあ
り,高学歴の女性,もしくは長期間職業訓練を受けた女性は一つの
職場で長期間働き,失業率も低い傾向があるのに対して,低学歴で
低収入の女性は離職と就職を繰り返し,失業率が高いことが明らか
になった.低学歴の人がつく仕事の多くは,高度な技術や知識を必
要としないため,雇用者側からすれば,代替労働者の雇用が容易で,
景気の状況などに合わせて簡単に労働者を解雇することができる.
反対に,労働者自身も失業を必ずしも痛手と捉えておらず,これら
ことが上記の結果に結びついていると考えられる.特に3歳以下の
子どもを持つ低学歴層の女性の労働流動性および失業率は高く,彼
女達は育児休業手当や失業手当など,一定の収入を得ながら家庭で
子どもの面倒を見ている (Grunowetal2004).つまり,低学歴層
のカップルは女性が育児の責任を担う傾向が強いため,男性は長期
間の休業を取得せずにむしろ安定した収入を確保する責任を担って
いると捉えることができる.パートナーである女性の就労行動や価
値観が,男性の育児関連休業の取得に影響を与えているのである.
最後に,男性,女性の中に依然存在する ｢父親は仕事,母親は子
育てを優先する｣という性別役割意識がこの間題の根底に横たわっ
ていることが挙げられる.例えば,男性は長期間の育児関連休業を
取得する際,昇進,昇給や査定に影響を及ぼすことを憂慮し,これ
が男性の休業取得の阻害要因にもなっている (Hojgaard,1995,
Rostgaard2000).これについては,男性が自らのキャリアを重視
するという側面と,パートナーである女性もまた,自分のキャリア
より男性のキャリアを優先するという側面の両面が関係している.
2003年6月に育児関連休業を取得したデンマーク人女性2名に対して
行った調査においても,この間題を追証する結果が出ており,子ど
もと一緒に居たいと強く望み,自分の仕事や将来的な経済的自立を
犠牲にして夫のキャリアを優先していた.
また,この性別役割意識は,意識的であれ,無意識的であれ,高
校生,大学生が自分の進路,専門分野を選択する際から顕著に現れ
ており,男性は建築業やIT関連業務において職人,技師,技術職
に就き,女性はサービス業において掃除婦やショップの店員として
働いたり秘書業務を担ったりすることが多い.さらに,将来子ども
を育てやすいように,女性は公務員を目指す人も多く,これらの性
別職業分離が給料格差や休業格差を生んでいる.このような就職前
の段階で社会的偏見や先入観の影響を受け,伝統的な職業選択を行っ
ていることを考えると,男性の育児関連休業取得を促進するために
は,育児関連休業制度を整備したり,子どものいるカップルの就労
状況を改善したりするだけでは不十分で,進路選択をする子どもか
ら,職場の同僚,さらには高齢者など,社会の構成員すべてが,内
面化された性別役割意識を再考する必要がある.
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注
1子どもが9歳の誕生日を迎えるまでの期間.
2 育児休業が規定されていた2002年以前は親休業の期間が10週間
と,現在の32週間よりも大幅に短かった.
3 ｢2年半以上同棲している25歳以上の男女で,養子縁組の認可が
下りる時点で結婚していなければならない｣などの条件がある.
4 2004年では一週間に3,205DKK(EURESDenmark,2004)
5 失業保険基金とは職能別に組織され,職能別労働組合の代表者
によって運営される任意の許可法人であり,GeneralWorkers(3F)
CommercialandClericalEmployees(HK)など,205年9月現在32
団体存在する.(出典StatisticDenmark)
6 18歳以上で一定額以下の収入しかない学生に対しては,通常SU
(StatensUddannelsst8tte/StateEducationFund)と呼ばれる
学生給付金が支給される.
7 2005年現在京都在住のKさんのみ,大阪で実施した.
8 デンマークの法定勤務時間は過に37時間で,長期休暇は年間5週
間と定められている.
9 Selndagsavisen,2005June,26｢HQfjtuddannedetagerorlvJ
lo大挙,および大学と同等レベルの専門学校以上の高等教育機関
を卒業した経歴を指す.
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